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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※3  14,191 ※3  35,200

受取手形及び売掛金 263,192 233,282

たな卸資産 92,982 ※1  90,765

繰延税金資産 1,823 1,560

その他 19,474 25,524

貸倒引当金 △891 △781

流動資産合計 390,772 385,552

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 22,478 ※3  23,656

減価償却累計額 △10,842 △11,325

建物及び構築物（純額） 11,635 12,331

土地 ※2  24,453 ※2  27,966

その他 13,437 13,692

減価償却累計額 △6,785 △7,582

その他（純額） 6,652 6,109

有形固定資産合計 42,741 46,407

無形固定資産 808 ※3  733

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3, ※4  31,443 ※3, ※4  28,022

長期貸付金 262 219

繰延税金資産 69 883

その他 ※4  16,673 ※4  20,746

貸倒引当金 △756 △3,186

投資その他の資産合計 47,692 46,686

固定資産合計 91,242 93,826

資産合計 482,014 479,379
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 168,287 130,720

短期借入金 49,738 ※3  89,362

コマーシャル・ペーパー 17,000 －

1年内償還予定の社債 10,000 －

未払法人税等 4,813 189

賞与引当金 1,763 1,789

その他 29,416 30,426

流動負債合計 281,019 252,487

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 79,325 115,150

繰延税金負債 4,001 －

再評価に係る繰延税金負債 ※2  2,798 ※2  2,686

退職給付引当金 8 25

その他 3,934 4,116

固定負債合計 100,068 131,978

負債合計 381,088 384,466

純資産の部   

株主資本   

資本金 45,651 45,651

資本剰余金 4 4

利益剰余金 51,028 54,650

自己株式 △130 △755

株主資本合計 96,554 99,550

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,397 △3,213

繰延ヘッジ損益 143 △248

土地再評価差額金 ※2  △16 ※2  △180

為替換算調整勘定 △1,966 △1,710

評価・換算差額等合計 3,557 △5,353

少数株主持分 814 715

純資産合計 100,926 94,912

負債純資産合計 482,014 479,379
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②【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 1,507,509 1,539,281

売上原価 ※1  1,456,627 ※1  1,491,569

売上総利益 50,881 47,712

販売費及び一般管理費 ※2  27,176 ※2  30,260

営業利益 23,704 17,451

営業外収益   

受取利息 1,182 1,054

受取配当金 737 935

為替差益 507 1,747

その他 508 526

営業外収益合計 2,936 4,264

営業外費用   

支払利息 4,163 4,336

その他 1,209 2,371

営業外費用合計 5,373 6,707

経常利益 21,267 15,007

特別利益   

投資有価証券売却益 527 －

特別利益合計 527 －

特別損失   

固定資産売却損 － ※3  211

投資有価証券評価損 － 2,506

関係会社減資為替差損 － 908

特別損失合計 － 3,626

税金等調整前当期純利益 21,795 11,381

法人税、住民税及び事業税 8,633 3,998

法人税等調整額 5 1,356

法人税等合計 8,638 5,355

少数株主利益 39 28

当期純利益 13,117 5,997
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 45,651 45,651

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 45,651 45,651

資本剰余金   

前期末残高 3 4

当期変動額   

自己株式の処分 1 △0

当期変動額合計 1 △0

当期末残高 4 4

利益剰余金   

前期末残高 40,660 51,028

当期変動額   

剰余金の配当 △2,747 △2,535

従業員奨励及び福利基金による減少高 ※4  △2 ※4  △3

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 13,117 5,997

当期変動額合計 10,367 3,622

当期末残高 51,028 54,650

自己株式   

前期末残高 △109 △130

当期変動額   

自己株式の取得 △26 △632

自己株式の処分 5 6

当期変動額合計 △21 △625

当期末残高 △130 △755

株主資本合計   

前期末残高 86,205 96,554

当期変動額   

剰余金の配当 △2,747 △2,535

従業員奨励及び福利基金による減少高 ※4  △2 ※4  △3

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 13,117 5,997

自己株式の取得 △26 △632

自己株式の処分 7 6

当期変動額合計 10,348 2,996

当期末残高 96,554 99,550
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 11,405 5,397

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,008 △8,610

当期変動額合計 △6,008 △8,610

当期末残高 5,397 △3,213

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 838 143

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △694 △392

当期変動額合計 △694 △392

当期末残高 143 △248

土地再評価差額金   

前期末残高 △16 △16

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △163

当期変動額合計 － △163

当期末残高 △16 △180

為替換算調整勘定   

前期末残高 △947 △1,966

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,019 255

当期変動額合計 △1,019 255

当期末残高 △1,966 △1,710

評価・換算差額等合計   

前期末残高 11,280 3,557

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,722 △8,910

当期変動額合計 △7,722 △8,910

当期末残高 3,557 △5,353

少数株主持分   

前期末残高 768 814

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46 △99

当期変動額合計 46 △99

当期末残高 814 715
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 98,254 100,926

当期変動額   

剰余金の配当 △2,747 △2,535

従業員奨励及び福利基金による減少高 ※4  △2 ※4  △3

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 13,117 5,997

自己株式の取得 △26 △632

自己株式の処分 7 6

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,676 △9,009

当期変動額合計 2,671 △6,013

当期末残高 100,926 94,912
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 21,795 11,381

減価償却費 2,055 2,358

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 2,322

受取利息及び受取配当金 △1,920 △1,990

支払利息 4,163 4,336

投資有価証券売却益 △527 －

固定資産売却損 － 211

投資有価証券評価損 － 2,506

関係会社減資為替差損 － 908

売上債権の増減額（△は増加） △4,642 28,537

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,030 1,163

仕入債務の増減額（△は減少） 8,392 △36,465

預り金の増減額（△は減少） 9,416 △8,360

その他 △2,202 △1,270

小計 31,489 5,639

利息及び配当金の受取額 1,915 1,958

利息の支払額 △4,106 △4,175

法人税等の支払額 △7,868 △9,164

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,430 △5,742

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △353

定期預金の払戻による収入 4 212

有形固定資産の取得による支出 △3,992 △6,512

有形固定資産の売却による収入 33 509

投資有価証券の取得による支出 △5,118 △15,555

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,811 2,131

短期貸付金の純増減額（△は増加） △247 117

長期貸付けによる支出 △14 △31

長期貸付金の回収による収入 205 79

その他 △1,125 △132

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,443 △19,535

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △15,760 39,933

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △500 △17,000

長期借入れによる収入 － 60,675

長期借入金の返済による支出 △50 △23,800

社債の発行による収入 9,950 －

社債の償還による支出 － △10,000

配当金の支払額 △2,747 △2,540

少数株主への配当金の支払額 △17 △4

その他 △19 △670

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,144 46,591

現金及び現金同等物に係る換算差額 107 △446

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,949 20,867

現金及び現金同等物の期首残高 10,228 14,178

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  14,178 ※1  35,046
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,538 28,945

受取手形 35,227 57,706

売掛金 ※4  226,122 ※4  171,828

商品 74,504 －

未着商品 9,239 －

たな卸資産 － ※1  78,214

前渡金 12,355 ※4  20,583

前払費用 101 ※4  97

繰延税金資産 1,576 1,328

関係会社短期貸付金 6,885 7,769

その他 6,784 ※4  6,886

貸倒引当金 △914 △813

流動資産合計 378,422 372,547

固定資産   

有形固定資産   

建物 16,879 17,584

減価償却累計額 △8,691 △9,156

建物（純額） 8,187 8,427

構築物 2,567 2,808

減価償却累計額 △894 △1,007

構築物（純額） 1,672 1,801

機械及び装置 818 842

減価償却累計額 △459 △490

機械及び装置（純額） 359 352

車両運搬具 25 21

減価償却累計額 △21 △18

車両運搬具（純額） 4 3

工具、器具及び備品 695 719

減価償却累計額 △548 △560

工具、器具及び備品（純額） 147 159

土地 ※2  23,275 ※2  26,788

リース資産 － 68

減価償却累計額 － △7

リース資産（純額） － 61

建設仮勘定 － 392

有形固定資産合計 33,647 37,986

無形固定資産   

のれん 2 1

ソフトウエア 558 498

その他 17 16

無形固定資産合計 579 515
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※3  29,094 ※3  24,607

関係会社株式 15,842 12,756

出資金 2,386 2,085

関係会社出資金 3,086 3,119

長期貸付金 14 7

従業員に対する長期貸付金 247 212

関係会社長期貸付金 500 500

破産更生債権等 684 ※4  3,438

長期前払費用 6 8

繰延税金資産 － 750

前払年金費用 － 5,582

その他 8,747 4,824

貸倒引当金 △757 △3,185

投資その他の資産合計 59,854 54,706

固定資産合計 94,081 93,208

資産合計 472,503 465,756

負債の部   

流動負債   

支払手形 30,323 29,090

買掛金 139,994 101,130

短期借入金 39,145 78,284

コマーシャル・ペーパー 17,000 －

1年内償還予定の社債 10,000 －

リース債務 － 15

未払金 462 382

未払費用 1,003 1,105

未払法人税等 4,740 131

前受金 12,418 20,924

預り金 16,383 8,105

前受収益 51 51

賞与引当金 1,589 1,597

その他 1,038 1,522

流動負債合計 274,150 242,341

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 79,325 115,150

リース債務 － 49

繰延税金負債 4,059 －

再評価に係る繰延税金負債 ※2  2,798 ※2  2,686

その他 3,907 3,873

固定負債合計 100,090 131,759

負債合計 ※4  374,241 ※4  374,101
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 45,651 45,651

資本剰余金   

その他資本剰余金 4 4

資本剰余金合計 4 4

利益剰余金   

利益準備金 1,158 1,412

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 － 42

繰越利益剰余金 46,054 48,940

利益剰余金合計 47,213 50,395

自己株式 △130 △755

株主資本合計 92,739 95,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,396 △3,211

繰延ヘッジ損益 143 △248

土地再評価差額金 ※2  △16 ※2  △180

評価・換算差額等合計 5,523 △3,640

純資産合計 98,262 91,655

負債純資産合計 472,503 465,756
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 1,472,411 1,509,242

売上原価   

商品期首たな卸高 67,828 74,504

当期商品仕入高 ※1  1,433,051 ※1  1,464,508

合計 1,500,880 1,539,012

商品期末たな卸高 ※2  74,504 ※2  72,409

売上原価合計 ※1, ※2  1,426,376 ※1, ※2  1,466,603

売上総利益 46,035 42,639

販売費及び一般管理費 ※3  23,369 ※3  26,246

営業利益 22,665 16,393

営業外収益   

受取利息 1,161 1,128

受取配当金 772 969

為替差益 433 1,541

その他 453 468

営業外収益合計 2,820 4,107

営業外費用   

支払利息 3,910 4,070

その他 991 2,239

営業外費用合計 4,901 6,310

経常利益 20,584 14,190

特別利益   

投資有価証券売却益 212 －

関係会社株式売却益 230 －

特別利益合計 442 －

特別損失   

固定資産売却損 － ※4  178

投資有価証券評価損 － 2,197

関係会社株式評価損 － 309

関係会社減資為替差損 － 908

特別損失合計 － 3,593

税引前当期純利益 21,026 10,596

法人税、住民税及び事業税 8,307 3,693

法人税等調整額 98 1,348

法人税等合計 8,405 5,042

当期純利益 12,620 5,554
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 45,651 45,651

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 45,651 45,651

資本剰余金   

その他資本剰余金   

前期末残高 3 4

当期変動額   

自己株式の処分 1 △0

当期変動額合計 1 △0

当期末残高 4 4

資本剰余金合計   

前期末残高 3 4

当期変動額   

自己株式の処分 1 △0

当期変動額合計 1 △0

当期末残高 4 4

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 884 1,158

当期変動額   

剰余金の配当 274 253

当期変動額合計 274 253

当期末残高 1,158 1,412

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 － －

当期変動額   

圧縮記帳積立金の積立 － 42

当期変動額合計 － 42

当期末残高 － 42

繰越利益剰余金   

前期末残高 36,455 46,054

当期変動額   

剰余金の配当 △3,022 △2,789

圧縮記帳積立金の積立 － △42

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 12,620 5,554

当期変動額合計 9,598 2,885

当期末残高 46,054 48,940
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 37,340 47,213

当期変動額   

剰余金の配当 △2,747 △2,535

圧縮記帳積立金の積立 － －

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 12,620 5,554

当期変動額合計 9,873 3,182

当期末残高 47,213 50,395

自己株式   

前期末残高 △109 △130

当期変動額   

自己株式の取得 △26 △632

自己株式の処分 5 6

当期変動額合計 △21 △625

当期末残高 △130 △755

株主資本合計   

前期末残高 82,885 92,739

当期変動額   

剰余金の配当 △2,747 △2,535

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 12,620 5,554

自己株式の取得 △26 △632

自己株式の処分 7 6

当期変動額合計 9,854 2,556

当期末残高 92,739 95,295

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 11,405 5,396

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,009 △8,608

当期変動額合計 △6,009 △8,608

当期末残高 5,396 △3,211

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 838 143

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △694 △392

当期変動額合計 △694 △392

当期末残高 143 △248

─ 73 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

土地再評価差額金   

前期末残高 △16 △16

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △163

当期変動額合計 － △163

当期末残高 △16 △180

評価・換算差額等合計   

前期末残高 12,227 5,523

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,703 △9,163

当期変動額合計 △6,703 △9,163

当期末残高 5,523 △3,640

純資産合計   

前期末残高 95,112 98,262

当期変動額   

剰余金の配当 △2,747 △2,535

土地再評価差額金の取崩 － 163

当期純利益 12,620 5,554

自己株式の取得 △26 △632

自己株式の処分 7 6

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,703 △9,163

当期変動額合計 3,150 △6,607

当期末残高 98,262 91,655
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平成20年６月27日

阪和興業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている阪和興業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、阪和興業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

事業の種類別セグメント情報の当連結会計年度に関する注記(注)５に記載されているとおり、会社は事業

区分を変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  乾     一  良  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   松    本          浩  ㊞ 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

 会社)が別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月26日

阪和興業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている阪和興業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、阪和興業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  乾     一  良  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   松    本          浩  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   浅    野          豊  ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、阪和興業株式会

社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、阪和興業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

 会社)が別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成20年６月27日

阪和興業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている阪和興業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第61期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、阪和興業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  乾     一  良  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   松    本          浩  ㊞ 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

 会社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月26日

阪和興業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている阪和興業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第62期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、阪和興業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  乾     一  良  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   松    本          浩  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士   浅    野          豊  ㊞ 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

 会社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 阪和興業株式会社 

【英訳名】 HANWA CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  北  修 爾 

【最高財務責任者の役職氏名】        ― 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区伏見町四丁目３番９号 

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は、東京本

社において行っております。) 

【縦覧に供する場所】 阪和興業株式会社東京本社 

 (東京都中央区築地１丁目13番10号) 

 阪和興業株式会社名古屋支社 

 (名古屋市東区東桜１丁目13番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



代表取締役社長 北 修 爾 は、当社の財務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有してお 

り、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係 

る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の 

基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。 

 なお、内部統制は、判断の誤り、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合や当 

初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には必ずしも対応しない場合等のよ 

うな固有の限界を有するため、その目的の達成にとって絶対的なものではありません。このため、財 

務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能 

性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行わ 

れており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に 

準拠しています。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統 

制）の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しています。当 

該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重 

要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価するこ 

とによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼ 

す影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、 

金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び全ての連結子会社12社を対象として 

行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決 

定しました。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲として、重要な事業拠点を選定する際は、連結ベースの売 

上高（連結会社間取引消去後）を指標とし、当社及び連結子会社の経営組織上の区分に基づき、取扱 

商品を考慮した部門を事業拠点とし、その概ね２／３程度の割合に達している事業拠点を重要な事業 

拠点としています。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目と 

して「売上高」「売掛金」「仕入高」「買掛金」「たな卸資産」に至る業務プロセスを評価の対象と 

しています。また、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲につ 

いて、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセス 

やリスクが大きい取引を行っている業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の 

大きい業務プロセスとして個別に評価対象としています。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると 

判断しました。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月29日 

【会社名】 阪和興業株式会社 

【英訳名】 HANWA CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  北  修 爾 

【最高財務責任者の役職氏名】        ― 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区伏見町四丁目３番９号 

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は、東京本

社において行っております。) 

【縦覧に供する場所】 阪和興業株式会社東京本社 

 (東京都中央区築地１丁目13番10号) 

 阪和興業株式会社名古屋支社 

 (名古屋市東区東桜１丁目13番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 北 修爾は、当社の第62期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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